	土木建築工事業


土木と建築の両工事を行う事業者の業況は、26年度まで、消費税増税前の駆け込み需要や企業の設備投資意欲の高まりでやや上向き傾向にあったが、27年度は、新規の公共工事案件が少なく、民間工事も景況の先行き不透明感から、前年度比横ばいか微増、工事によってやや下回る水準で推移している。公共･民間工事とも、受注の見通しはやや力強さを欠いているが、受注価格がやや改善し、発注内容を見極めて受注を選別することで収益を確保できる状況にはある。現状は、力強いとはいえないが、民間工事が業況を牽引している。
業界の概要

日本標準産業分類の建設業の総合工事業（管理，補助的経済活動を行う事業所を除く）には、一般土木建築工事業、土木工事業、舗装工事業、建築工事業（木造建築工事業を除く）、木造建築業、建築リフォーム工事業が含まれるが、本稿では主に、土木工事業と舗装工事業を除く動向をみていく（土木工事には公共工事が多く、景気動向の影響を受けない案件も多いため、土木専業の事業者を対象外とした）。調査対象の多くは、土木と建築双方の技術者が在籍し、直接請負か自己建設で双方の工事を行う事業者、建築物の改装や軽微な増･改築工事を総合的に行う事業者で、ここにはゼネコン（general contractor＝総合工事業）も含まれる。
土木建築工事業者は、建設業法第３条に基づき、建設工事の種類に対応した業種ごとに、建設業許可を受ける必要がある。許可は５年更新制で、その種類には、①営業業種別（土木及び建築の一式工事と26の専門工事の28業種）、②国土交通大臣及び都道府県知事別（営業所の設置場所による区分）、③一般建設業及び特定建設業の別（特定建設業は3,000万円以上（建築一式工事の場合4,500万円以上）の下請契約を締結できる）の３つあり、営業業種別では建築工事業が最も多く、次いで土木工事業が多い。軽微な工事のみ（1件の請負金額が1,500万円未満または延べ面積が150㎡未満の木造住宅の建築一式工事、1件の請負額が500万円未満の建築一式工事以外の工事）を請け負う場合は、許可を受ける必要はない。業界の各社は、建設業法のほか、建築基準法、建築士法、建設リサイクル法、品質確保法（住宅、公共工事）、入札契約適正化法や元請下請関係の適正化に関する法令や要綱、再生資源利用促進法、住生活基本法などの様々な関係法令の遵守を求められ、過当競争の回避、工事の質の担保、受発注者間の対等な契約関係の確保、環境への対応などに取り組むことが求められている。
大阪の地位

全国の建設業者数は、ピークであった平成12年３月末時点からみて、27年３月末時点の土木業者は79.7％、建築業者は71.7％の水準に減少している。27年3月末の大阪府の建設業者35,438（大阪府知事許可）のうち、土木工事業者は6,972、建築工事業者は12,458で、全国の総数に対し、それぞれ4.8％、7.7％を占める（国土交通省「建設業許可業者数調査の結果について」、大阪府「建設業者（大阪府知事許可）の状況」）。近年は、24年度に土木工事業者が233、建築工事業者が608減少して以後、横ばいで推移している。年次比較が可能な21年以降の『経済センサス』（一般土木建築、建築（木造建築を除く）、木造建築、建築リフォームの各工事業の計）の推移は、21年から26年にかけて事業所数と従業者数のいずれも91.2％の水準に減少した。事業所数と従業者数の対全国比は、それぞれ5.2％、6.9％で、大阪府では法人の建築工事業者の割合が全国よりも高く、個人事業所の割合が、全国の30.1％に比べると20.9％と低い（『平成26年経済センサス‐基礎調査 確報集計 事業所に関する集計』）。

建設投資のうち民間投資と建築投資が微増

平成27年度の建設投資額（出来高ベースの推計額）は、前年度比5.5％減の48兆4,600億円ではあるが、復興予算や26年度の補正予算等に係る政府建設投資の影響があり、減少基調であるものの国内総生産の9.6％を占める見通しである。内訳は、政府･民間別では、政府投資（前年度比14.2％減）よりも民間投資のウェイトが58.4％と大きく（前年度比1.8％増）、建築･土木別では、土木投資（前年度比11.4％減）よりも建築投資のウェイトが53.5％と大きい（前年度比0.3％増）。建設投資のうち、37％が政府土木、31％が民間住宅、18％が民間非住宅建築、10％が民間土木である。土木、建築とも政府が２桁台で減少しているのに対し民間は微増である。また、27年度の建築物リフォーム･リニューアル投資額は11兆2,300億円程度（対前年度比6.7％増／住宅41.8％、非住宅58.2％）となる見通しで、建築投資全体のうち住宅の23.9％、非住宅の47.7％が該当する。近畿地域の27年度の建築投資（名目値）は、26年度の見込みから建築が横ばい、土木が８％減少し、全体で3.4％下回る見通しとなっている。
受注は微増であるものの先の見通しはやや不透明
　受注全体の長期的な推移は、バブル崩壊や平成７年の阪神淡路大震災後の減少傾向から、17年以降は、耐震偽装問題とそれに伴う改正建築基準法（構造計算適合性判定制度を導入し建築確認･検査を厳格化）の施行、リーマンショックによる景気悪化などでさらに落ち込み、消費税増税前の25年度以降は、駆け込み需要とその後の反動減があり、それまでの上昇局面から微増もしくは横ばいで推移している。収益性は、材料費は横ばいか微増であるが受注価格がやや上昇しているため、一定の収益を確保できている。大阪府における建築工事費（出来高ベース）は21年度から24年度まで減少し、25年度以降は微増である。公共の居住用及び非居住用の建築工事費は、公営住宅、学校や病院などの公共建築物の維持修繕工事に伴い20年度以降増加傾向にあったが、居住用は近年大きく減少している。また、25年度以降の民間の居住用及び非居住用の建築工事費は、消費税増税前の駆け込み需要や緩やかな景気回復を背景に企業の設備投資もみられ、微増となっている（表２）。業況面では、公共工事のウェイトが大きい事業者がやや厳しい状況におかれている。
公共土木工事は、26年は補正予算などの積み増しもあり、新名神や阪神高速など受注状況は比較的良かった。しかし27年は、新規の公共工事案件が少なく、受注は横ばいまたは微増にとどまり、災害対策の防潮堤の補強や学校庁舎の耐震補強工事など、比較的小規模工事が中心となった。水道管などの経年劣化した社会インフラの維持補修等の潜在的な工事需要が見込まれるものの、発注は低調である。激化していた受注価格競争は、発注者責任を明確にする「公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律」の公布･施行（26年6月4日）を受けて緩和がみられ、適正な利益を出せるようになってきた。民間土木工事は、住宅や工場の土地造成の影響で横ばいかやや微増である。
建築工事は、民間建築の事業所ビル、近畿地区での研究開発拠点や工場の立地投資、観光インフラの工事需要などの民間建設投資が比較的順調に増えたことで業況に好影響をもたらし、発注内容を見極めて受注を選別し、収益を確保できる状況にある。民間の住宅は、中古住宅市場に動きがあり限定的であるものの、住宅ローン金利低下の影響がみられ、やや持ち直している。
建築リフォーム工事は、住宅では、住生活基本法（18年6月成立）に伴うバリアフリー、省エネなどの環境配慮、耐震等の住宅の質の向上や中古住宅の活性化主流化の動き、長期優良住宅の普及促進の取組などを受けて、一定の需要が見込まれている。ただし、5～600万円を要するような、住宅の全面改装の需要は低調で、10～100万円以下の小規模な工事が中心である。住宅保有者の高齢化に伴い、大規模な工事を望まない施主が増加し、若年層は、家電･家具の量販店、エネルギー供給企業、インターネットを通じて発注するなど、リフォーム経費を節約する傾向が強まっている。一方、商業施設、ホテル、保育所の改装などの需要に動きがみられ、インバウンドや生活関連の社会資本整備にかかる受注が期待されている。
人手不足感がみられ採用や人材開拓の意欲は高い
業界は、リーマンショックの際に大幅なリストラを行い、人員規模の過少や技術系職種人材の構造的な不足、後継者不足などに直面している。前年度までの緩やかな景気回復やオリンピック･パラリンピック関係の積極的な投資を受けて、業況が良いと考える事業者は、賃金の向上を含め、新卒や中途とも採用意欲は比較的高い。業界や各社は、説明会を開催するなど、業界の周知と人材獲得に取り組んでいるが、首都圏に人材が流れる現状がみられ、求職者の確保に苦慮している。このため、女性や外国人などに目を向け、現場の施工監理やリフォームの営業などに従事できる人材の育成に本格的に取り組む企業もみられる。
発注の伸び悩みに対し、付加価値の創造が課題

激化していた価格競争はやや緩和したものの、受注の増加が見込めないため、施主の受注を獲得できる付加価値の創造が課題である。例えば、業界や各社は、営業力の強化による既存受注先の需要開拓、「大阪府住宅リフォームマイスター制度」等に基づく品質の確保･向上、保証の長期化など附帯サービスの充実化、保育園や高齢者施設等向けの滑りにくく防汚効果を持つ床材といった新建材の共同開発に取り組む例がみられる。
今後の見通し

工事の需要は、首都圏に一極的に集中する傾向がみられ、大阪では、公共と民間、建築と土木のいずれの工事区分についても、大きな案件が一巡し先行き不透明感がみられるため、多くの事業者は、受注件数の伸び悩みを懸念している。大きな受注増が見込めない中で、近年、受注価格の上昇や価格競争の緩和がみられる比較的良好な経営環境のうちに、若年者や経験のある人材の採用意欲は高く、新たな付加価値の追求や工事サービスの質の向上につなげたいと考えているが、十分に確保できていない。今後は、民間工事を中心に、受注件数を増やすだけではなく付加価値を高めることで、受注価格を高める取組や模索が進むと考えられる。
（天野　敏昭）
表１　土木建築工事業の事業所数、従業者数

（単位：事業所、人）

	
	大阪府
	全国

	　
	事業所数
	従業者数
	事業所数
	従業者数

	平成3年
	8,901
	127,090
	152,894
	1,573,567

	8年
	9,712
	130,711
	168,177
	1,705,961

	13年
	8,500
	95,962
	154,660
	1,353,789

	18年
	7,480
	77,836
	144,217
	1,145,284

	21年（※）
	7,747
	77.860
	146,415
	1,092,415

	24年
	7,253
	71,786
	137,559
	1,036,891

	26年
	7,069
	71,007
	135,721
	1,026,990

	一般土木建築工事業
	540
	13,207
	11,121
	220,893

	建築工事業（木造建築工事業を除く）
	3,501
	40,280
	50,705
	463,108

	木造建築工事業
	1,332
	6,542
	52,669
	230,559

	建築リフォーム工事業
	1,696
	10,978
	21,226
	112,430


資料：平成3～18年は、総務省『事業所･企業統計調査報告』、平成21年以降は、総務省『経済センサス』。

（※）平成18年までのデータと21年以降のデータの連続性はない。

（注）一般土木建築工事業、建築工事業（木造建築工事業を除く）、木造建築工事業、建築リフォーム工事業の合計。

ただし、平成3年及び8年の建築リフォーム事業は、建築工事業と木造建築工事業に含まれている。

表２　大阪府における建築工事費の推移（出来高ベース）

（単位：百万円）

	
	
	民間建築
	民間土木
	公共建築
	公共土木
	合計

	
	　
	居住用
	非居住用
	
	居住用
	非居住用
	
	

	平成
	3年度
	1,477,744 
	1,930,367 
	437,724 
	98,611 
	267,548 
	923,843 
	5,135,836 

	
	8年度
	1,817,687 
	738,482 
	313,802 
	88,853 
	264,361 
	854,628 
	4,077,812 

	
	13年度
	1,309,782 
	524,425 
	292,907 
	82,326 
	117,016 
	787,764 
	3,114,221 

	
	18年度
	1,308,969 
	529,751 
	401,664 
	61,791 
	61,421 
	566,275 
	2,929,872 

	
	19年度
	1,164,389 
	667,028 
	460,413 
	53,489 
	65,782 
	497,772 
	2,908,873 

	
	20年度
	1,105,086 
	813,011 
	527,596 
	41,676 
	43,417 
	592,138 
	3,122,925 

	
	21年度
	964,654 
	546,467 
	330,435 
	44,367 
	58,144 
	724,537 
	2,668,604 

	
	22年度
	856,541 
	589,328 
	247,027 
	63,040 
	67,433 
	503,739 
	2,327,107 

	
	23年度
	853,310 
	593,011 
	218,239 
	62,716 
	64,697 
	471,341 
	2,263,314 

	
	24年度
	855,876 
	423,756 
	210,778 
	43,801 
	71,406 
	605,207 
	2,210,824 

	
	25年度
	935,666 
	467,278 
	224,277 
	28,622 
	64,474 
	598,460 
	2,318,776 

	
	26年度
	884,417 
	555,345 
	249,883 
	31,629 
	97,162 
	603,216 
	2,421,653 


資料：国土交通省『建設総合統計（年度報）‐出来高ベース‐（都道府県別建設投資の推移）』。
（注）建築の非居住用は、鉱工業用、商業･サービス業用、その他の合計である（公共はその他のみ）。
業種別景気動向調査　平成28年（2016）年1～３月期

